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中国マクロ経済変数の非定常性とDGPの構造変化＊

丁 丁

第1節はじめに

　1978年の経済改革以後、中国は計画経済から市場経済に転換しつつある。特に、1990年代に入って

から市場経済化が本格的に進み、金融面においても、金融政策の中間目標の転換、金融政策の変更や

金融システム改革などが実施された。このように、90年代以降、中国のマクロ経済の環境は大きく変

化し、マクロ経済変数のDGP（データ生成過程：Data　Generating　Process）に構造変化が生じた

可能性がある。

　時系列データの分析では、まず単位根検定を行うことにより、データの定常性を検証することは、

必要不可欠な手順となっている。単位根が存在するのかしないのか、あるいは構造変化があったのか

無かったのかの検証は、経済分析の出発点として重要である。DGPの性質の差により、その後の経

済分析、計量経済学的方法は全く異なり1）、また政策的なインプリケーションも異なることになる。

しかし、中国の先行研究の多くは、データのDGPについて詳細な検討を行っておらず、構造変化の

有無を検証していない。本論文の．目的は、中国のマクロ経済時系列データについて、構造変化の可能

性を考慮した単位根検定を通じてDGPを分析し、それにより政策分析の出発点を与えることにある。

　論文の構成としては、まず、先行研究を概観する。次に、分析手法を紹介する。そして、使用デー

タについて紹介した後、分析に入る。分析の手順は以下のとおりである。まず、中国の金融変数・実

体変数の時系列データについて、ADF（拡張Dickey－Fuller）検定とPP（Phillips－Perron）検定によ

り1単位根が存在するという帰無仮説を検証する。そして、ADF検定とPP検定1により帰際仮説が棄

却されない変数については、Perron（1997）の方法により構造変化の有無を検：証する。さらに、

Perron（1997）の方法でも単位根の存在が棄却されない変数については、2回の構造変化を認める

Clemente，　Montanes　and　Reyes（1998）の方法により検証する。

＊本論文は、日本金融学会2006年度春季大会の報告論文に基づいて作成されたものである。本論文の作成にあたり、広島

　大学松浦克己教授、早稲田大学嶋村紘輝教授から大変貴重で詳しいコメントを頂戴した。深く感謝したい。ただし、あ

　り得べき誤りは全て筆者に属するも．のである。

1）たとえば、①単位根の有無でモデルの形が変わり、レベルで分析を行うか、階差モデルで行うかになる。②構造変化

　の有無で推計期間、モデルが異なる。構造変化がある場合、構造変化の前後で推計期間を変えるか、あるいは構造変化

　の時点をモデルに取り込むかになる。
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第2節　先行研究

　現在、時系列データの分析では単位根検定は不可欠の手順となっている。時系列の単位根検定では

ADF検定やPP検定などが利用されてきたが、構造変化の可能性を無視してこれらの検定法を単純

に適用すると、誤った結果をもたらす恐れがある。すなわち、単位根検定に関しては定数項や傾きに

変化が生じるというデータ生成過程に構造変化が起これば、ADF検定やPP検定には単位根ありと

いう幕無仮説を棄却し．にくいバイアスが生じる可能性がある2）。

　構造変化を考慮した単位根検：定は、Perron（ユ989）によって最初に提示された。　Perron（1989）

においては、構造変化の時期が既知であることが想定されている。それに対し、Christiano（1992）

は、構造変化の時期はデータに依存して選択されるべきであると指摘している。さらに、Banerjee

et　a1．（！992）、　Zivot　and　Andrews（1992）などにおいては、構造変化の時期を未知として、それ

を内生的に選択する試みが行われた3）。また、Perron（1997）はBanerj　ee　et　a！．（1992）やZivot

and　Andrew（1992）を発展させて、単位根が存在するか否か、構造変化が生じたか否か、生じたと

すればいつの時点でどのように変わったのかを分析した4）。さらに、Perron（1997）では1回の構造

変化を考慮したの．に対し、Clemente，　Montanes　and　Reyes（1998）はPerron　and　Vogelsang

（！992）をさらに発展させ、2回の構造変化を考えた。

　日本では、Yamamoto（！996）、　Ohara（1999）、　Hayashi（2005）などにおいて、構造変化を考

慮した単位根検定の分析が行われてきたが、中国では研究の蓄積は非常に少ない。現在、中国の時系

列データの分析では、まず単位根検定を行うことにより、データの定常性を検証することは一般的と

なっているが、DGPの構造変化の有無を検証する先行研究は見あたらない。馬（2005）では、構造

変化の検証の必要性を指摘しているが、理論を論述したにすぎず、実際にデータを利用して分析を行っ

ていない。本論文では、中国のマクロ経済変数のデータ生成過程に構造変化があったのか無かったの

かという問題に注目して、単位根検定を行い、時系列データの定常・非定常性に関する性質を明らか

にする。

第3節　分析手法の概要

1．Perron（1997）の検定方法

　（1）Perron（1997）のモデル

　Perronは以下の三つのモデルを示している5）。ここで、構造変化は最大で1回とされる。　Tbは構

造変化の時点を表す。

2）松浦・マッケンジー（2001）、松浦・竹澤（2005）などを参照。

3）Harris　and　Sollis（2003：70－74）を参照。

4）松浦・竹澤（2005）などを参照。

5）Perron（1997＝357－360）、松浦・竹澤（2005）などを参照，
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・モデル1（innovational　outlier　model　1）

　モデル1においては、帰無仮説と対立仮説双方の下で定数項の変化のみが考慮される。単位根検定

は以下の式においてα＝1のt検定で行われる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た
　　　　　　　　　yt一μ＋θD・u・＋βt＋6D（T・）t＋・agl一・＋、琴1　c幽一・＋et　　（1）

　　　　　　　　　　　1）乙ft＝1　　if　t　＞　T，　　　　　　　　　1）（Tb）t＝1　　if　t　＝　T，十1

　　　　　　　　　　　　　＝・O　otherwise　　　　　　　　＝O　otherwise

・モデル2（innovational　outlier　model　2）

　モデル2において、定数項と線形トレンドの傾きの変化が考慮される。α＝1のt検定で単位根検

定を行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ん　　　　　　　　　y，＝μ＋eD　U，＋βt＋γD　Tt＋δD（Tb）オ＋αYt＿1＋ΣCi∠軌＿i＋et　　（2）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1
　　　　　　　　　　　1）T，＝　t　　if　t　＞　Tb

　　　　　　　　　　　　　＝O　otherwise

・モデル3（additive　outlier　modeD

モデル3においては、傾きとトレンドの変化が同時に起きるとし、線形トレンドがブレーク・ポイ

ントの前後でつながるように傾きが変化することが許容される。手順は二つのステップに分けて進め

られる。具体的には、以下のとおりである。

　まず、（3a）式の回帰を行うことで、変数のトレンドを除去する。

　　　　　　　　　yt＝pt　＋B・t＋　rD　Tt’＋Yt　（3a）

1：）T，’ @＝　オ一つrち　　　if　t　＞　Tb

　　＝O　otherwise

そして、残差翫に関してα＝1のt検定で単位根検定を行う。

　　　　　　　　　　　　　　た
　　　　　　　　ず、＝αず，一1＋ΣCili27，一i＋et

　　　　　　　　　　　　　　i＝1

（3b）
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　②　構造変化時点Tbとラグの次数kの選択

　上記三つのモデルの下で、‘a砿％ん）（i＝1，2，3＞により、構造変化時点Tbとラグの次数κにおける

α＝1のt検定統計量が示される。T，とんは未知数であり、以下の方法で内生的に選択される。

・Tbの選択方法

　T，は以下の二つの方法で内生的に選択される。

A．各々のiについて、ta一（i・　Tb．，　k）を最小とするTbを選択する。

　　　　　　　ta“（i）＝Min　T，　E（k＋i，T）ta（i，　Tb，k）　（i－1，2，3）

なお、tE（1）とtξ（2）の漸近的分布はZivot　and　Andrews（1992）で検討された。

B．定数項（モデルユ）の変化に関するt統計量’∂を最小にするか、あるいは傾きの変化（モデル2、

　モデル3）に関するt統計量t？を最小にするTbを選択する。

　具体的には、モデル1については、以下のとおりである。

tE，e（1）＝渉a（1，7ち～ん）

ここで、写は次の条件を満たすものとする。

　　　　　　　　t∂（写）一Min　・，・（帆が∂（％ん）

モデル2、モデル3については、t三，（i）（i　一2，3）はモデル1の協（1）と類似の形で定義される。

・kの選択方法

、kの選択については、　kをあらかじめ固定せずに、データに依存した方法で選択するほうが、検出

力を高めることができる6）。データに依存した方法とは、general　to　specificアプローチに基づいて、

有意になるラグの最大値を選択することである。具体的には、t－sig（殖に基づく〉と1λsig（Fテス

トを利用）という二つの方法が提案されている7）。

6）Ng　and　perron（1995）、　Perron　and　Vogelsang（1992）、　Hall（1994）を参照。

7）t－sigについてはPerron（1997）、　F－sigについてはSaid　and　Dickey（1984）を参照。

一　178　一



　　　　　　　　　　　　　中国マクロ経済変数の非定常性とDGPの構造変化

2．Clemente，　Montanes　and　Reyes（1998）の検定方法

Clemente，　Montanes　and　Reyes（1998）では、以下の帰無仮説を検定する8）。

　　　　　　　　　H，：y，　＝　y，一1十6PTB，，十6，DTB，，十u，

　　　　　　　　　　　　　DTB，，＝＝　1　if　t－TB，十1　（i＝1，2）

　　　　　　　　　　　　　　　　＝＝O　otherwise

対立仮説は以下の（5）式のとおりである。

　　　　　　　　　HA：yt　＝＝　pt十diD　Uit十d2D　TB2，t十et

　　　　　　　　　　　　　DU，，　＝　1　　　　if　t　＞　TB，　（i　＝　1，2）

　　　　　　　　　　　　　　　＝O　otherwise

ここで、TB，とTB2は変化時点であり、単純化するため、以下のように仮定される。

　　　　　　　　　TB，一一一一Z，T　　（i＝1，2）　O〈Z，〈　1，　A，＞A，

・10モデル（innovationa）outlier　model）

（4）

（5）

　10モデルは、次の2つのステップで、単位根帰無仮説を検定する。すなわち、まず（6）式を推計し、

次にすべての構造変化時点の組み合わせのもとで、自己回帰のパラメータ（ρ）が1であるかどうかを

検定するために、’値の最小値を求める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ん
　　　　9t一μ＋pyt一，，＋δ，DTB，1＋δ・D・TB・・＋41Dα汁4ρ砺へΣ1・・△y・一i＋et　（6）

　なお、0＜λo＜λ1，λ2〈1一λo＜1と仮定されるので、トリミング値（λo）を選択する必要がある。

・AOモデル（additive　outlier　modeD

　AOモデルは、次の2つのステップで、単位根帰無仮説を推計する。すなわち、まず、（7）式を推

計することによって、変数の確定的部分（deterministic　part）を除去する。

　　　　　　　　　　跳＝μ十d，D　U，，十dメ）U2∫写すt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

8）Clemente，J．，　Montanes，A．，　Reyes，M．（1998：176－178＞、松浦・竹澤（2005）などを参照。
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次に、（8）式において、t値の最小値を求めることによって、ρ＝1という仮説を検定する。

　　　た　　　　　　　　　　　　　ん　　　　　　　　　　　　　　　　　　　み

銑＝ΣcoliDTB1‘L．i十Σω2ρ7B2図十ρ翫＿1十Σ　Ci△Yt＿i十　et

　　　　　　　　　　i＝o　　i＝O　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1

（8）

第4節　使用データ

1．中国の経済統計⑨

　中国マクロ経済変数の非定常性とDGPの構造変化の分析に入る前に、まず、中国の経済統計の流

れについて紹介する。中国の統計計算は、前ソ連の経験に基づき、1950年代からMPS（System　of

Material　Product　Balances、物質平衡表体系）が採用されていた。大躍進と文化大革命の間、中断

されたものの、1978年経済；改革の後、また復活し発展してきたユ。）。具体的には、経済改革後、MPS

による国民所得統計の作成が再開され、MPSの！98ユ年産業連関表と1983年産業連関表が作られた。

MPSは主に農業、工業、建築業、運輸業、商業を対象とする計算体系で、サービス業が計算範囲に

含まれていなかった。

　経済改革の深化と経済の急速な発展に伴って、第三次産業が急速に伸びてきた。MPSはマクロ管

理の需要に応じられなくなった。そこで、MPSを利用すると同時に、！985年にSNA（System　of

National　Accounts、国民経済計算）によるGDP統計、1987年置SNAの産業連関表の作成、1992

年にSNAの資金循環統計の作成が始められた。

　1993年に、MPSによる国民所得統計が廃止され、　S：NAのGDP統計は国民経済統計の中心的な指

標となった。これにより国民経済統計はMPSとSNAの並存から、　SNAのみの実施となった。また、

同年にSNAの資産負債表と国民経済口座の作成が始まった。現在、国民経済統計の指標のうち、国

民資産負債を除いて、GDP統計、産業連関表、資金循環統計及び国際収支統計は、すべて『中国統

計年鑑』に公表されている。

　さらに、2002年1月に国際通貨基金（IMF）のGDDS（General　Data　Dissemination　System、

データ公表共通システム）に加入し、GDP、財政、金融、価格、労働力などのデータを定期的に公

表することが義務付けられ、データの透明度もより向上するようになった11）。

2．データ

　本分析に用いられるデータは、1983年1月から2003年！2月までの利用可能な月次データである。使

用データの求め方と出所は、第ユ表のとおりである。

9）中国の統計データについては、許（1999）（2002a）（2002b）（2003）などを参照。

10＞大躍進とは、1958年から1960年にかけて、極めて短期間に、鉄鋼・穀物生産などを無理に増産しようとし、急進的な

　理想社会の実現を目指した運動のことである。天児他編（1999：695）を参照。文化大革命とは、1966年から1976年まで

　中国を激動させた政治・社会・文化の全般にわたる運動のことであり、事実上の内乱状態を招いた。天児他編
　（1999：！106）を参照。

11）ただし、］MFには、　SDDS（Special　Data　Dissemination　Standard＞とGDDSの2種類の基準があり、SDDSに

　は、先進国の大部分が入っているのに対して、GDDS加入国は発展途上国が多く、中国の統計に関しては、　IMFでは

　まだ発展途上国のレベルとしか認めていないことと考えられる。
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第1表使用データ

使用データ 　　　　　　　　　　　　　一fータの求め方 出　所

貸出金利
一

IMF
預金金利 IMF

M1 83年から99年6月までの月次データは四半期
fータから補間法で求めた

工MF

M2 83年から99年6月までの月次データは四半期
fータから補間法で求めた

IMF

実質工業総生産 名目工業総生産／GDPデフレータ 中国統計、中国統計年鑑

実質固定資産投資 名目固定資産投資／GDPデフレータ 中国統計、中国統計年鑑

実質社会商品小売総額 名目社会商品小売総額／GDPデフレータ 中国統計、中国統計年鑑

実質輸出 名目輸出／GDPデフレータ 名目輸出：IMF

実質輸入 名目輸入／GDPデフレータ 名目輸入；IMF

小売物価指数上昇率 小売物価指数対前年同月比 中国統計

為替レート 工MF

GDPデフレータ 月次データは年次データから補間法で求めた 中国統計年鑑2004年p．53、p．56

（注）M1とM2については、四半期データしか入手できないため、ほかのデー・タと統一するように、ここで補間法により月次デー
　タを作成する。補間法というのは、「変化率一定」という仮定でデータを作成する方法である。
　　たとえば、1991年＝＝105．3、1992年＝109．3とする。各月は「変化率一定」と仮定されると、以下のようになる。
　　　105．3　×　（1　十　r）　i2　＝　！09．3

　　ここで、rは月平均変化率である。そこで、1991年の各月のデータが以下のように作成できる。
　　　105．3×（1一トr）1，105．3×（1十r）2，105．3×（ユーFr）　｛，105，3×（1十r）4，．．，．．．．．，。．，105．3＞＜（1十r）11，105．3×（1十r＞12

　金融変数としては、貸出金利、預金金利、M1、　M2を使用する。実体変数としては、実質工業総

生産、実質固定資産投資、実質社会商品小売総額、実質輸出、実質輸入、小売物価指数上昇率、為替

レートなどを使用する。各変数共に季節調整前の月次データを用いる12）。また、金利、物価と為替レー

ト以外の変数は自然対数値を使用する。

第5節　ADF検定とPP検定

　データの定常性が満たされるかどうかを検定するために、単位根検定を行う。ここでは、ADF検

定とPP検定を利用し、トレンド項と定数項を含むもの、定数項のみ含むものの2通りの方法により

検定を行う。検定結果は、第2表のとおりである13）。最適ラグの次数はSIC基準により自動選択した。

12）季節調整済データを利用する場合、単位系検：定や共和分検定に深刻なバイアスがかかることが指摘されている。また、

　変数問で季節調整方法が異なる場合、その問題はより深刻となり、推計では一致性も得られないという問題が起きるこ

　とも指摘されている。松浦・マッケンジー（2001）を参照。

13）1階の階差をとった場合、すべての変数についてADF検定またはPP検定で単位根ありという門門仮説は棄却され

　た。ここではその単位根検定の結果を省略する。
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第2表　単位根検定（レベル）

ADF検定 PP検定

トレンド項＋定数項 定数項 トレンド項＋定数項 定数項

貸出金利

宴O

一1．21669

@　0

一〇．709553

@　0

一1．272565

@　4

一〇．885925

@　5
預金金利

宴O

一1．372378

@　0

一〇．362212

@　0

一1．500517

@　6

一〇．61714

@　6

M1

宴O

一2．166688

@13
一L589268

@13
一2．033573

@　3

一〇．920726

@　2

M2

宴O

一〇．987012

@13
一2．425272

@13
一〇．278367

@　3

一1．867652

@　4

実質工業総生産

宴O

一L474097

@13
0．861676

@13

一7．895347＊＊＊

@　2

一〇．240639

@35
実質固定資産投資

宴O

LO98888

@12

1．332158

@12

一10．03746＊＊＊

@　11

一4．737119＊＊＊

@　0
実質社会商品小売総額

宴O

一2．946151

@12
一1．49303

@12

一5．567961＊＊＊

@　1

一〇．309367

@17
実質輸出

宴O

一3．038786

@13
一α669108

@13
一1LO866＊＊＊

@　9

一1．317652

@20
実質輸入

宴O

一4．543608＊＊＊

@15
一1．114227

@13

一11．83851＊＊＊

@　10

一ユ．768292

@　6
小売物価指数上昇率

宴O

一2．98768

@　4

一2．660934＊

@　4

一2．427528

@　9

一2．153817

@10
為替レート

宴O

一1．332431

@　0

一1．464674

@　0

一1．332431

@　0

一1．461192

@　2
（注）＊＊＊はユ％、槻ま5％、＊は10％水準で単位根が存在するという帰無仮説が棄却されることを示す。以下同様。

（金融変数）

金融変数（貸出金利、預金金利、M1、　M2）についてみると、　ADF検定とPP検定共に、定数項あ

り、定数項＋トレンドありのケースで、単位根が存在するという帰無仮説を棄却することはできない。

（実体変数）

・実質工業総生産

　実質工業総生産については、ADF検定では単位根が存在するという帰無仮説は棄却されないが、

PP検定のトレンド＋定数項ありのケースでは、ユ％水準で帰無仮説が棄却されている。

・実質固定資産投資

　実質固定資産投資については、ADF検定では単位根が存在するという帰無仮説は棄却されないが、

PP検定のトレンド＋定数項ありと定数項ありのいずれのケースでも、1％水準で帰無仮説が棄却さ

れている。
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・実質社会商品小売総額

　実質社会商品小売総額については、ADF検定では単位根が存在するという帰無仮説は棄却されな

いが、PP検定のトレンド＋定数項ありのケースでは、1％水準で帰無仮説が棄却されている。

・実質輸出

　実質輸出については、ADF検定では単位根が存在するという帰無仮説は棄却されないが、　PP検：

定のトレンド＋定数項ありのケースでは、1％水準で帰無仮説が棄却されている。

・実質輸入

　実質輸入については、定数項のみのケースではADF検定、　PP検定共に、単位根が存在するとい

う帰無仮説は棄却されない。しかし、トレンド＋定数項ありのケースでは、ADF検：定とPP検定で

共に単位根が存在するという帰無仮説は1％水準で棄却されている。

・小売物価指数上昇率

　小売物価指数上昇率については、ADF検定のトレンド＋定数項ありのケースとPP検定では、単

位根が存在するという帰無仮説は棄却されないが、AD：F検：定の定数項ありのケースで：は、10％水準

で棄却されている。

・為替レート

　為替レートについては、ADF検定とPP検定共に、定数項あり、トレンド＋・定数項ありのケース

で、単位根が存在するという四周仮説を棄却することはできない。

第6節　構造変化を考慮したDGP

1．Perron（1997）の検定結果

　貸出金利、預金金利、M1、　M2、為替レートについては、　ADF検定とPP検定のいずれによって

も、単位制が存在するという帰無仮説を棄却することはできないため、ここでは、貸出金利、預金金

利、M1、　M2、為替レ隠田トに対して、構造変化を考えたDGPの分析を行う。まず、　Petron（1997）

による1回までの構造変化を考えた単位根検定を行う。結果は以下のとおりである14）。

・貸出金利

　貸出金利については（第3表、第1図）、モデル1（innovational　outlier　mode11）、モデル2

（innovational　outlier　model　2）、モデル3（additive　outlier　mode1）のいずれも、単位根が存在

するという帰無仮説は棄却されない。

・預金金利

　預金金利については（第4表、第2図）、貸出金利と同様に、モデルユ、モデル2、モデル3のい

ずれでも、単位根が存在するという帰無仮説は棄却されない。

14）臨界値については、Perron　and　Vogelsang（1992）のTable3とTable　4を参照。
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期問1983：01－2003：12
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　　　第3表貸出金利のPerron（1997）の検定結果
Obs＝＝252

篇 ん 1）ひ D（鶏） 刀丁 α ら

モデル1 1997：08 5 一〇．41984

i一3．9575）

0．35088

i1．23014）

0．93419 一4．256

モデル2　　　　一 1993：03 9 1．01942

i3．73836）

一〇．28156

i一〇．97工56）

一〇．00661

i一3．5259！）

0．92024 一4、20147

モデル3 1995108 9 　一〇，09677

i一27．65797）

0．θ2645 一3．33928

第1図　貸出金利
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83848586878889909192939495969798990001，0203年

期間1983：01－2003：12

　　　第4表

Obs　一　252

預金金利のPerron（1997）の検定結果

箆 κ エ）σ ．D（η） DT α
’
α

モデル1 1996103 0 一〇．48546

i一4，3589）

0．46591

i1．25688）

0．95655 一3．891

モデル2 1993：03 5 1．12305

i3．09848）

一〇．27652

i一〇．72978）

一〇，00752

i一2，96024）

0．93562 一3．57659

モデル3 1994：10 5 一〇．12885

i一27．471）

O．94893 一2．70729

　　　　　　　　　　　第2図　預金金利
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・　Ml

　M1については（第5表、第3図〉、モデル1とモデル2では、単位根が存在するという帰無仮説は

棄却されない。モデル3では、三無仮説は10％水準では棄却されるが、5％水準では棄却されない。

その構造変化の時期は、！997年5月である。この時期は中国の軟着陸の時期であった。経済過熱を抑

制するために、金融政策は引き締め政策に転換されていた。

・　M2

　M2については（第6表、第4図）、モデル1とモデル3では、単位根が存在するという帰無仮説は

棄却されない。モデル2では、帰無仮説は5％水準で棄却される。その構造変化の時期は、1994年5

月である。この時期において、金融政策の中間目標が転換された。具体的には、中国人民銀行が、国

家銀行の貸出枠をコントロールするだけでは、社会の通貨・貸出総額を完全にコントロールすること

は難しくなってきたため、1994年に、金融政策の中聞目標は、主に貸出枠としていた従来の方式から、

通貨供給量の調節へと転換された。この政策の下で、中国人民銀行は、通貨供給量の具体的目標およ

び経済の運営状況に基づき、四半期ごとにベースマネーの供給計画を策定した。それにより、ベース

マネー、とくに準備通貨を操作目標とし、M1、　M2を中間目標として、金利、公開市場操作、預金準

備金、再割引などの金融政策手段を用い、マネーサプライを調節した。

第5表MlのPerron（1997）の検定結果

期間1983二〇1－2003：1210bs＝252

勾 ん 1）ひ D（嬬） DT α
診
α

モデル1 2000二〇6 ！2 一〇．01302

i一3．1212）

一〇．01062

i一〇．67762）

0．93705 一4．4778

モデル2 1993＝08 1 0．04627

i3．41428）

一〇．02113

i一1．17419）

一〇．00026

i一3．16341）

0．92642 一4．23144

モデル3 1997：05 12 一〇。00467

i一16．1587）

0．92911 一4，3384＊

対数
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第6表　M2のPerron（1997）の検定結果
期間1983：01－2003：12　0bs＝252

勾 κ Dσ 1）（勾） 1）T α
オ
α

モデル1 1989：08 12 0．00831

i3、2717）

一〇．01131

i一1．1144）

0．98489 一3．03745

モデル2 1994：05 12 0．0653

i4．4857）

一〇．00835

i一〇．82808）

一〇、00038

i一4．39189）

0．94554 一4．96756＊＊

モデル3 1997：03 1 一〇．00938

i一40．259）

0．94323 一3．98375

第4図　M2
対数
14

12

10

　8

　6

　4

　2

　0

一

一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

83　　84　　85　　86　　87　　88　　89　　90　　91　　92　　93　　94　　95　　96　　97　　98　　99　　00　　01　　02　　03年

；期間1983：01　一　2003：12

　　第7表

Obs＝252

為替レートのPerron（1997）の検定結果

η κ 1）σ D（％） 1）T α ち

モデル1 1989：10 0 0．13755

i2．76901）

一〇．14815

i一〇．76448）

0．95979 一2．49349

モデル2 1993：11 1 3．55537

i13．92817）

一1．3646

i一7．85127）

一〇．01738

i一13。5035）

0，493 一13．87632＊＊＊

モデル3 1996：09 0 一〇．04242

i一20．2509）

0．93045 一3．05087

　　　　　　　　　　　　　第5図為替レート
人民元／ドル
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・為替レート

　為替レートについては（第7表、第5図）、モデル1とモデル3では、単位根が存在するという帰

無仮説は棄却されない。モデル2では、帰無仮説は1％水準では棄却されている。その構造変化の時

期は、1993年11月である。この時期は為替レート改革の直前であった。1994年1月1日から為替レーー

トの改革が行われた。具体的には、人民元レートを統一レートとし、市場の需給を基礎とした単一の

管理された変動相場制に移行した。このため、1994年に入ってから1ドルに対する人民元は、5．8から

8，7に大幅に切り下げられた。それ以降、この検：定期間においては、為替レートはずっと安定してい

る。

2．Clemente，　Montanes　and　Reyes（1998）の検定結果

　貸出金利と預金金利については、Perron（1997）の方法では単位根が存在するという帰無仮説は

棄却されなかったため、2回の変化を考慮したClemente，　Montanes　and　Reyes（1998）の方法に

より検証する。その結果は第8表、第9表のとおりである15）。これより、貸出金利と預金金利につい

ては、10モデルとAOモデルのいずれでも単位根が存在するという帰無仮説は棄却されない。

第7節　結び

本論文では、中国のマクロ時系列データのDGPについて考察し、構造変化の有無を検証した。そ

の分析結果は次のとおりである。

①実質工業総生産、実質固定資産投資、実質社会商品小売総額、実質輸出、実質輸入、小売物価

　　　　　　第8表貸出金利のClemente，　Montanes　and　Reyes（1998）の検定結果

；期間1983＝Ol－2003：12　0bs＝252

鴛1 嬬2 ん 1兀～ 1）砺 α一1 ∫α＿1

10mode1 1988：07 1997：08 5 0．22945

i3．711）

一〇．41482

i一5．074）

一〇．0892 一5．065

AO．　rnode1 1988：！0 1998：04 3 2．42896

i17．993）

一4．2468ユ

i一31．176）

一〇．0941 一3ユ39

　　　　　　第9表　預金金利のCIemente，　Montanes　and　Reyes（1998）の検定結果

期間ユ983：01－2003：12　0bs＝252

勾1 勾2 ん 1）Oi D砺 α一1 ’α＿1

10model 1993：03 1996103 0 0．25772

i3．327）

一〇．58698

i一5．360）

一〇．05651 一4．657

AO　mode1 1988：10 1997：11 3 2．63041

i12．821）

一6．57526

i一32．458）

一〇．08542 一3．102

15）臨界値については、Clemente，　Montanes　and　Reyes（1998）のTable1とTable2を参照。
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指数上昇率などの実体変数については、少なくともADF検定かPP検定のいずれかで単位根が存在

するという帰無仮説が棄却される。すなわち、実質工業総生産、実質固定資産投資、実質社会商品小

売総額、実質輸出、実質輸入、小売物価指数上昇率は1（0）変数であり、定常過程であると考えられ

る。

　②ADF検定とPP検定では、単位根が存在するという帰無仮説が棄却されない貸出金利、預金

金利、M1、　M2、為替レートについては、1回の構造変化を認めたPerron（1997）の方法によると、

M1、　M2および為替レートはモデル1・モデル2・モデル3のいずれかのケースで単位根が存在する

という帰無仮説は棄却される。その原因については、以下のように考えられる。M1とM2について

は、金融政策の変更、金融政策の試問目標の転換などから、DGPに構造変化が生じている可能性が

指摘できる。また、為替レートの改革により、為替レートのDGPに構造変化が生じている可能性も

ある。

　③貸出金利と預金金利については、Perron（1997）の方法でもClemente，　Montanes　and

Reyes（1998）の方法でも、単位根が存在するという皆無仮説は棄却されない。貸出金利と預金金利

は単位根が存在することから、今後、実証分析に使用する際には、慎重に検討する必要がある。

　なお、本論文では、中国のマクロ時系列データについて統計面で検討したが、今後の課題としては、

中国の統計方法について詳しく調べ、MPSからSNAへの転換に伴う統計の整合性や、データの接

続可能性の問題などをさらに考察したい。
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